
◆主 催 一般社団法人鳥取県社会福祉士会
◆定 員 ２００名程度（どなたでもご参加いただけます。）
◆申込方法 資料等準備の都合上、事前申し込みが必要です。

裏面の「参加申込書」により11月30日（金）までにお申し込みください。

【お申し込み・お問い合わせ先】
鳥取県社会福祉士会事務局 ☎ ０８５７-５９-６３３６／📠 ０８５７-５９-６３４１

〒689-0201鳥取市伏野1729-5（県立福祉人材研修センター内

平成３０年度障がい者虐待防止等研修事業（鳥取県委託事業）／障がい者虐待防止・権利擁護公開講座

場 所

日 時

鳥取県立倉吉未来中心 小ホール

平成３０年１２月１１日（火）１３:２０～１６:４５

共に生きる社会を目指して

裏面「参加申込書」

第１部 《基調講演》(13:30～15:00)

「共生社会の理想と現実」
講師：綿 祐二 氏

綿 祐二(わたゆうじ)氏プロフィール

・日本福祉大学福祉経営学部医療・福祉マネジメント科／同大学院医療・福祉マネジメント学研究科学部長教授
東京都立大学(現首都大学東京)、長崎国際大学助教授、文教学院大学人間学部人間福祉学科・同大学院人間学研究科教授、
文教学院大学地域連携センター長を経て現在に至る。

・社会福祉法人睦月会理事長 (障害者支援施設(入所)「わかばの家」/大田区立太田生活実修所(生活介護)/ケアホーム国立/
西東京市生活介護事業所くろーばー/西東京市障害者相談支援センターえぽっく/児童発達支援事業みらい・療育型児童デ
イサービスさざんか/三鷹市北野ハピネスセンター/ケアホーム西東京/指定障害者相談支援事業所(国立、大田、西東京)

・NPO法人Cotton Rings 理事長(障害児余暇支援事業)、Cotton Dream 理事長(障害者就労支援)
・専門は、「ケアマネジメント研究」「重度心身障害児者のQOL指標に関する研究」「ノンバーバルコミュニケーションの
開発」「障害児者地域生活支援」

・著書は、「高齢者の寄り添い介護」(黎明書房)、「介護の基本Ⅰ」「介護の基本Ⅱ」「生活支援技術Ⅰ」(建帛社)など多数。

第２部 《パネルディスカッション》(15:15～16:45)
テーマ：『それぞれの共生社会』

「糸賀一雄のミットレーベンに寄せて、権利擁護の立場から共生

社会を語る」

「共生社会の現状と課題～権利擁護・虐待防止の観点から

～」

綿祐二氏

松村久 氏
中部成年後見支援センター

ミットレーベン所長

(15:15～15:45)

森安裕章 氏
鳥取県福祉保健部ささえあい福祉局

障がい福祉課生活支援担当係長

(15:45～16:15)

パ
ネ
リ
ス
ト

(16:15～16:45)ディスカッションタイム 聞き手：森安氏

参加費 無料



平成30年度障がい者虐待防止等研修事業(鳥取県委託事業)

12/11障がい者虐待防止・権利擁護公開講座 参加申込書

氏 名 所 属

※無ければ未記入可

職 名

※無ければ未記入可

連絡先電話番号

※（ ）内の区分に○印

県社会福
祉士会
会員

※会員の方
は○を御記
入ください。

（職場・自宅・その他）

（職場・自宅・その他）

（職場・自宅・その他）

（職場・自宅・その他）

（職場・自宅・その他）

◇鳥取県障害福祉サービス事業に関する条例及び鳥取県障害者支援施設に関する条例（抜粋）

1 利用者の人権を守り、虐待の発生を防止するため、障害者虐待の防止、障害者の養護者に対
する支援等に関する法律第15条の規定に従い、従業者に対する研修の実施、責任者の設置その
他の措置を講ずること。

2 利用者又は他の利用者の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的
拘束等を行わないこと。また、やむを得ず身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、
利用者の心身の状況並びに身体的拘束等が必要な理由その他必要な事項を記録すること。

◇障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（障害者差別解消法）
（目的）
第一条 この法律は、障害者基本法（昭和四十五年法律第八十四号）の基本的な理念にのっとり、
全ての障害者が、障害者でない者と等しく、基本的人権を享有する個人としてその尊厳が重ん
ぜられ、その尊厳にふさわしい生活を保障される権利を有することを踏まえ、障害を理由とす
る差別の解消の推進に関する基本的な事項、行政機関等及び事業者における障害を理由とする
差別を解消するための措置等を定めることにより、障害を理由とする差別の解消を推進し、
もって全ての国民が、障害の有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重
し合いながら共生する社会の実現に資することを目的とする。

FAX番号：０８５７-５９-６３４１
鳥取県社会福祉士会 行 申込期限：11月30日（金）

※研修参加状況の把握のため、参加者名簿を県へ報告します。


